
資料２

 ３．経営を圧迫している要因（複数回答可）

21人以上 20人以下 6人以上 5人以下
64.7% 79.7% 78.4% 81.8% 54.3% 56.3% 50.0%
65.4% 74.6% 81.1% 63.6% 65.2% 71.9% 50.0%
36.0% 27.1% 35.1% 13.6% 50.0% 56.3% 35.7%
36.8% 33.9% 48.6% 9.1% 32.6% 40.6% 14.3%

25.0% 13.6% 10.8% 18.2% 47.8% 46.9% 50.0%
16.9% 13.6% 16.2% 9.1% 23.9% 21.9% 28.6%

全体 製造業
観光関連
事業者

令和6年2月定例会(事前)
経済委員会資料
商工労働観光部

令和６年１月　県内企業の経営状況に関する緊急調査結果について

調査期間：令和6年1月11日（木）～ 令和6年1月26日（金）
回答企業数：１３６者

※観光関連事業者：宿泊・観光施設・旅行・飲食・イベント業

a 原材料・仕入れ価格の上昇
b 燃料･エネルギー価格の上昇
c 人件費の上昇（最賃）

e 新型コロナ関連融資の返済
f その他

d 人件費の上昇（最賃以外）
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１．現在の景況感（前年同期比）

大幅改善
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大幅悪化
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２．今後の業況の見通し

好転する

やや好転する

変わらない

やや悪化する

悪化する
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４．価格転嫁の状況

ほぼできている

一部できている

ほとんどできていな
い
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５．人材確保の状況

十分に確保できて
いる

ある程度確保でき
ている

あまり確保できて
いない

全く確保できてい
ない
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６．設備投資の予定

投資の予定あり

投資を検討中

投資の予定なし
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行政機関に期待する施策

国内外の商談会の実施、DXなどデジタル化によるセミナー

ＨＡＣＣＰ導入に関する支援

エネルギーや資材などの価格高騰に対する補助をお願いしたい

＜製造業＞

　従業員数20名以下

設備投資に対する補助金制度の充実化、UIJターンの促進

モノづくり補助金をはじめとする各種補助の拡充、中小企業向けに人材確保を補助するような施策

設備投資補助金制度の更なる充実

　従業員数21名以上

もの造りの魅力を発信してほしい

物価高騰に対する対策を進めて欲しい。所得の増加に関する政策なども希望

大阪への高速道路料金の減額

＜宿泊業、飲食業、観光・イベント関連サービス業＞

　従業員数5名以下

根本的な少子化対策（若者の気持ちを理解し、安心して子供を産める環境を作る）

人件費上昇の補助をお願いします

＜卸・小売業業＞

高付加価値やＤＸ化に対する補助、人材確保に向けた対策

道路の舗装及び海岸沿線の護岸整備

　従業員数6名以上

徳島旅行割クーポンなどの助成金事業をもっとしてほしい

事業の規模拡大に対する補助制度の確立

定期的な需要喚起策(徳島電子クーポンを1人1000円～3000円で年2回くらい)

雇用調整助成金の特例措置相当の施策をして頂きたい

徳島県への移住者が増加するような施策

公共性の高い事業に対する補助金交付の継続

＜運輸業＞

　従業員数6名以上
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